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一 般 会 計 

 

第１  総       括  

 

１ 令和４年度県財政の概要 

(１)県財政の推移 

令和４年度の本県経済は、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、景気の持

ち直しが期待されたが、ウクライナ情勢等を背景とした原材料価格の上昇や供給面で

の制約の影響により、景気の持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている状況とな

った。 

令和４年度の県財政については、新型コロナウイルス感染症への対応経費の減少等

により、歳入歳出ともに前年度を下回った。 

 

(２)予算編成の基本方針 

令和４年度当初予算の編成に当たっては、まずは、直面する新型コロナウイルスの感

染拡大を抑え込み、県民の命と健康、そして暮らしを守ることを最優先とし、その上

で、「新・群馬県総合計画」を着実に進め、コロナ後を見据え、新たな展開を図ること

とした。 

こうした思いを込めて、名称は「新型コロナ克服＋新展開実現予算～困難を乗り越え

て、飛躍を目指す！！」とした。 

令和４年度中の補正予算は、各補正において、物価高騰等の影響を受けた生活者や事

業者等への支援を行ったほか、５月補正予算でウクライナ難民支援、９月補正予算で

Ｇ７デジタル・技術大臣会合群馬県開催経費、11月補正で公共事業費の増額、２月補正

でこどもの安心・安全対策支援などについて、予算措置を行った。 

 

(３)決算の状況 

 ①決算収支 

令和４年度の一般会計決算は、歳入総額9,041億5,052万円、歳出総額8,591億6,695万

円で、歳入から歳出を差し引いた形式収支は449億8,357万円となり、ここから翌年度

に繰り越す事業に充当すべき財源を控除した実質収支は、307億872万円の黒字となっ

た。しかし、このうち181億8,637万円については、国から概算で交付された新型コロナ

ウイルス感染症関連の国庫支出金の事業費確定に伴う不用額等であり、令和５年度以

降に国へ返還予定のため、これを除いた実質収支は125億2,235万円である。 

前年度に比べ、歳入は311億5,694万円（▲3.3%）、歳出は449億3,843万円（▲5.0%）

の減となった。これは、歳入は、県税は増加したが、実質的な交付税(地方交付税＋臨

時財政対策債)や新型コロナウイルス感染症関連の国庫支出金が減少したことなどに

よるものである。また、歳出は新型コロナウイルス感染症への対応経費や災害復旧事

業費、財政調整基金積立が減少したことなどによるものである。 
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 ②歳入の状況 

決算構成比は、県税（29.1%）、国庫支出金（23.4%）、地方交付税（16.7%）、地方

消費税清算金（11.1%）、県債（7.5%）の順であり、このうち、国庫支出金、地方交付

税、県債は前年度の構成比より減少し、県税、地方消費税清算金については増加となっ

た。 

増減の主なものであるが、県税は、法人の事業税において一部の製造業で業績が好調

だったことや、個人の県民税において令和３年中の所得が前年より増加したことなど

から、対前年度比で12億4,469万円（+0.5%）の増となった。 

国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症関連の国庫支出金の減などにより、対前年

度比で109億1,583万円（▲4.9%）の減となった。 

地方消費税清算金は、国内取引が堅調であったため、対前年度比で39億4,244万円

（+4.1%）の増となった。 

県債は、臨時財政対策債及び普通建設事業や災害復旧事業に活用した県債の減額等

より、対前年度比で317億8,150万円（▲32.0%）の減となった。 

 

    自主財源（県税、分担金・負担金、使用料・手数料など）と依存財源（地方譲与税、

地方交付税、国庫支出金、県債など）の構成割合は47.9％対52.1％で、自主財源比率は

前年度より3.2ポイント上昇した。 

 

 ③歳出の状況 

  目的別の決算構成比は、健康福祉費(22.0％)、教育費(18.4％)、諸支出金(12.8％)、

公債費（11.2%）の順となった。前年度からの伸び率が高いものとしては、次期群馬県

庁情報通信ネットワークの構築運用経費の増などにより、知事戦略費が33.7%(+15億39

万円)増加している。 

    性質別では、義務的経費は、過去に発行した普通建設事業に係る公債費の減等によ

り公債費が対前年度比で6億5,303万円（▲0.7％）の減となる一方で、新型コロナウイ

ルスＰＣＲ検査・入院医療費負担等の増加により扶助費が対前年度比で30億3,123万円

（+9.3%）の増となったほか、教職員の定年退職者の増等により人件費が対前年度比で

8億5,308万円（+0.4％）の増となったため、全体としては32億3,129万円(+0.9％)の増

となった。投資的経費は、令和元年東日本台風関連の復旧工事の終了等により災害復

旧事業費が減となったことなどにより、対前年度比で78億8,231万円(▲6.7％)の減と

なった。その他の経費のうち補助費等は、新型コロナウイルス感染症対応に伴う、感染

症対策営業時間短縮要請協力金や生活福祉資金特例貸付の減や、地方消費税清算金支

出・交付金等の税関係交付金の減などにより、対前年度比で320億2,867万円（▲9.4％）

の減となった。 

    

 ④県債現在高の状況 

 臨時財政対策債を除いた令和４年度末の県債現在高は7,302億2,298万円となり、前

年度末に比べ81億730万円減少した。 

 臨時財政対策債を含めた県債現在高は、１兆2,895億1,411万円となり、前年度末に比

べて246億9,951万円減少した。
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   (参 考） 

    普通会計の決算概要 

        歳    入      9,925億7,254万円  

        歳    出        9,458億1,736万円  

        歳入歳出差引          467億5,518万円  

        実 質 収 支        316億5,068万円  

        単 年 度 収 支          89億3,647万円  

     (注１)普通会計 

       地方公共団体の会計は、団体ごとに各会計の範囲が異なり、比較が困難であ 

     るため、地方財政統計上、統一基準による「普通会計」という会計区分を設定 

     している。具体的には、一般会計に特別会計の一部を合算したものである。 

     (注２)実質収支 

          歳入歳出の差引額から翌年度へ繰り越して実施する事業の財源として確保し 

     ておく額を除いた額。単純な収支差引から繰越事業財源という翌年度の支出予 

     定分を差し引き、実質的に収支をとらえたもの。 

     (注３)単年度収支 

          実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額。前年度から引き継がれ 

     た前年度の実質黒字又は赤字の影響を実質収支から除くことにより、その年度 

     だけの収支を把握するもの。 



第１表

（単位   千円、％）

増  減  額

345,400

21,162,063

109,972,979

68,887,932

△ 31,156,941

第２表

（単位  千円、％）

１

２

３

５

６

本 県 財 政 規 模 の 推 移

（ 一 般 会 計 決 算 額 ）

年 度 歳 入 総 額 伸 び 率 歳 出 総 額 増  減  額 伸 び 率

30 735,284,489 0.0 727,989,222 242,581 0.0

元 756,446,552 2.9 748,189,265 20,200,043 2.8

2 866,419,531 14.5 842,542,741 94,353,476 12.6

3 935,307,463 8.0 904,105,376 61,562,635 7.3

4 904,150,522 △ 3.3 859,166,951 △ 44,938,425 △ 5.0

一 般 会 計 決 算 収 支 の 状 況

区            分 令和４年度 平成３年度 比    較 伸 び 率

歳 入 総 額 904,150,522 935,307,463 △ 31,156,941 △ 3.3

歳 出 総 額 859,166,951 904,105,376 △ 44,938,425 △ 5.0

歳 入 歳 出 差 引 額 44,983,571 31,202,087 13,781,484 44.2

４
翌年度へ繰り

越すべき財源

（１）繰越明許費繰越額 14,121,982 8,599,466 5,522,516 64.2

（２）事故繰越し繰越額 152,865 750,688 △ 597,823 △ 79.6

計 14,274,847 9,350,154 4,924,693 52.7

実 質 収 支 額 30,708,724 21,851,933 8,856,791 40.5

単 年 度 収 支 額 8,856,791 6,186,822 2,669,969 43.2
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第３表

（１） 歳      入 （単位  千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

１ 県 税 263,416,144 29.1 262,171,451 28.0 1,244,693 0.5

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 100,009,976 11.1 96,067,534 10.3 3,942,442 4.1

３ 地 方 譲 与 税 39,319,755 4.3 34,157,504 3.7 5,162,251 15.1

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,512,520 0.2 1,591,471 0.2 △ 78,951 △ 5.0

５ 地 方 交 付 税 150,750,484 16.7 159,098,081 17.0 △ 8,347,597 △ 5.2

６ 交通安全対策特別交付金 736,040 0.1 802,788 0.1 △ 66,748 △ 8.3

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,752,595 0.3 2,934,940 0.3 △ 182,345 △ 6.2

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,554,612 1.3 11,759,133 1.3 △ 204,521 △ 1.7

９ 国 庫 支 出 金 211,553,853 23.4 222,469,683 23.8 △ 10,915,830 △ 4.9

１０ 財 　 産 　 収 　 入 1,240,102 0.1 1,214,959 0.1 25,143 2.1

１１ 寄 附 金 258,876 0.0 434,121 0.0 △ 175,245 △ 40.4

１２ 繰 入 金 10,137,159 1.1 6,299,984 0.7 3,837,175 60.9

１３ 繰 越 金 31,202,087 3.4 23,876,790 2.5 7,325,297 30.7

１４ 諸 収 入 12,255,619 1.4 13,196,824 1.4 △ 941,205 △ 7.1

１５ 県 債 67,450,700 7.5 99,232,200 10.6 △ 31,781,500 △ 32.0

904,150,522 100.0 935,307,463 100.0 △ 31,156,941 △ 3.3

内 自 主 財 源 432,827,170 47.9 417,955,736 44.7 14,871,434 3.6

訳 依 存 財 源 471,323,352 52.1 517,351,727 55.3 △ 46,028,375 △ 8.9

（２） 歳       出        （単位  千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

１ 議 会 費 1,417,748 0.2 1,408,285 0.2 9,463 0.7

２ 知 事 戦 略 費 5,954,048 0.7 4,453,659 0.5 1,500,389 33.7

３ 総 務 費 45,955,270 5.4 59,278,062 6.5 △ 13,322,792 △ 22.5

４ 地 域 創 生 費 6,531,176 0.8 5,556,053 0.6 975,123 17.6

５ 生 活 こ ど も 費 38,493,647 4.5 38,013,249 4.2 480,398 1.3

６ 健 康 福 祉 費 189,224,674 22.0 195,901,016 21.7 △ 6,676,342 △ 3.4

７ 環 境 森 林 費 13,905,916 1.6 14,670,968 1.6 △ 765,052 △ 5.2

８ 労 働 費 1,718,733 0.2 1,757,462 0.2 △ 38,729 △ 2.2

９ 農 政 費 20,284,812 2.4 18,606,543 2.1 1,678,269 9.0

１０ 産 業 経 済 費 42,510,573 4.9 58,991,295 6.5 △ 16,480,722 △ 27.9

１１ 県 土 整 備 費 81,772,735 9.5 82,386,985 9.1 △ 614,250 △ 0.7

１２ 警 察 費 43,343,769 5.0 44,825,923 5.0 △ 1,482,154 △ 3.3

１３ 教 育 費 158,117,461 18.4 156,941,892 17.4 1,175,569 0.7

１４ 災 害 復 旧 費 3,721,805 0.4 10,574,335 1.2 △ 6,852,530 △ 64.8

１５ 公 債 費 96,638,006 11.2 97,365,574 10.7 △ 727,568 △ 0.7

１６ 諸 支 出 金 109,576,578 12.8 113,374,075 12.5 △ 3,797,497 △ 3.3

859,166,951 100.0 904,105,376 100.0 △ 44,938,425 △ 5.0

一 般 会 計 款 別 決 算 の 状 況

区           分
令和４年度 令和３年度 比     較

合              計

区           分
令和４年度 令和３年度 比     較

合              計
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第４表

（単位  千円、％）

 決 算 額 構成比  決 算 額 構成比 増 減 額 伸び率

344,949,911 40.2 341,718,625 37.8 3,231,286 0.9

（１） 213,073,198 24.8 212,220,117 23.5 853,081 0.4

（２） 35,493,697 4.2 32,462,465 3.6 3,031,232 9.3

（３） 96,383,016 11.2 97,036,043 10.7 △ 653,027 △ 0.7

109,597,789 12.7 117,480,099 13.0 △ 7,882,310 △ 6.7

（１） 105,875,984 12.3 106,905,764 11.8 △ 1,029,780 △ 1.0

補 助 68,988,768 8.0 69,636,790 7.7 △ 648,022 △ 0.9

単 独 30,310,060 3.5 30,248,513 3.3 61,547 0.2

そ の 他 6,577,156 0.8 7,020,461 0.8 △ 443,305 △ 6.3

（２） 3,721,805 0.4 10,574,335 1.2 △ 6,852,530 △ 64.8

404,619,251 47.1 444,906,652 49.2 △ 40,287,401 △ 9.1

（１） 51,857,493 6.0 46,185,972 5.1 5,671,521 12.3

（２） 5,272,732 0.6 5,209,160 0.6 63,572 1.2

（３） 308,395,575 35.9 340,424,246 37.7 △ 32,028,671 △ 9.4

（４） 25,887,373 3.0 38,987,099 4.3 △ 13,099,726 △ 33.6

（５） 23,010 0.0 22,328 0.0 682 3.1

（６） 2,038,585 0.3 2,112,132 0.2 △ 73,547 △ 3.5

（７） 11,144,483 1.3 11,965,715 1.3 △ 821,232 △ 6.9

859,166,951 100.0 904,105,376 100.0 △ 44,938,425 △ 5.0

貸 付 金

繰 出 金

合　          計

３ そ の 他 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

２ 投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

一 般 会 計 性 質 別 歳 出 決 算 の 状 況

区          分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比      較

１ 義 務 的 経 費
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第５表

（単位：千円）

（歳入）

地方消費税率の引上げに伴う増収額 27,701,861
○実質的な増収額

１．県税収入 27,898,093

２．地方消費税清算金収入 54,693,337 （他都道府県からの歳入）

３．地方消費税清算金支出 27,321,087 （他都道府県への歳出）

４．地方消費税交付金 27,568,482 （市町村への交付金）

計（１＋２－３－４） 27,701,861

（歳出） 決算額 うち一般財源

社会保障施策に要する主な経費 126,647,325 115,823,460

Ⅰ 国と連携して行う主な社会保障施策に要する経費 118,554,008 107,732,551

○社会福祉 44,776,738 37,531,422

・児童手当 4,034,578 4,034,578

・生活保護 2,676,908 669,227

・子どものための教育・保育給付費負担 12,032,136 12,032,136

・障害者生活介護県費負担 3,061,825 3,061,825

・地域医療介護総合確保基金造成（介護分） 3,588,599 1,196,201

・その他 19,382,692 16,537,455

○社会保険 66,387,212 66,301,910

・介護給付費県費負担 25,233,166 25,233,166

・後期高齢者医療対策（県費定率負担） 19,524,683 19,524,683

・国民健康保険県調整繰出金 8,419,533 8,419,533

・その他 13,209,830 13,124,528

○保健衛生 7,390,058 3,899,219

・自立支援医療（精神通院医療）公費負担 2,775,278 1,387,640

・特定医療費給付・小児慢性特定疾病医療費給付 2,617,675 1,308,838

・地域医療介護総合確保基金造成（医療分） 885,121 260,081

・その他 1,111,984 942,660

Ⅱ　県が独自に取り組んでいる主な社会保障施策に要する経費 8,093,317 8,090,909

○社会福祉 858,291 855,991

・軽費老人ホーム利用料補助 754,319 754,319

・在宅要援護者総合支援（高齢者･障害者） 103,972 101,672

○保健衛生 7,235,026 7,234,918

・福祉医療対策（子ども医療費補助） 3,474,414 3,474,306

・福祉医療対策（重度心身障害者･母子家庭等医療費補助） 3,316,600 3,316,600

・福祉医療制度減額調整繰出金 444,012 444,012

地方消費税引上げ分が充てられた社会保障施策に要する経費 

 ※令和４年度決算における「地方消費税引上げ分が充てられた社会保障施策に要する経費」については、上記のとおりです。
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